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問　
（
仮
称
）
歴
史
と
未
来

の
交
流
館
建
設
費
が
こ
れ
ま

で
示
さ
れ
た
12
億
円
か
ら
一

気
に
15
億
８
，９
０
０
万
円

に
膨
れ
あ
が
っ
た
。
こ
れ
ま

で
の
見
積
も
り
が
甘
か
っ
た

と
い
う
こ
と
か
。

答　

実
施
設
計
を
進
め

る
中
で
必
要
な
設
備
な
ど

を
見
込
ん
だ
た
め
、
結
果

的
に
工
事
費
を
見
込
め
な

か
っ
た
。

問　
こ
れ
ま
で
建
設
費
12
億

円
の
う
ち
７
億
円
は
国
の
交

付
金
を
充
て
、
村
の
持
ち
出

し
は
５
億
円
程
度
と
説
明
を

受
け
て
い
た
。
し
か
し
、
建

設
費
が
15
億
８
，９
０
０
万

円
で
は
、
村
の
持
ち
出
し
が

５
億
か
ら
約
９
億
と
な
り
８

割
も
増
加
。
こ
れ
で
は
、
昨

年
住
民
に
説
明
し
た
時
と
は

前
提
条
件
が
違
っ
て
い
る
。

建
設
費
を
含
め
財
政
的
な
説

明
を
丁
寧
に
行
っ
た
上
で
、

建
設
賛
否
の
再
調
査
を
行
う

べ
き
と
考
え
る
。

答　
広
報
等
を
通
じ
て
住

民
に
説
明
す
る
の
で
、
再

調
査
は
行
わ
な
い
。

問

資
材
・
人
件
費
の
高
騰

で
更
な
る
建
設
費
増
も
予
想

さ
れ
る
。
維
持
管
理
費
を
抑

え
る
た
め
に
も
、
太
陽
光
発

電
を
設
置
し
な
い
の
か
。

答　
維
持
管
理
見
込
額
は

こ
れ
か
ら
積
算
す
る
。
太

陽
光
発
電
の
設
置
予
定
は

な
い
。

問　
個
人
支
援
と
し
て
の
扶

助
費
に
は
、
社
会
保
険
制
度

の
一
環
と
し
て
、
国
の
法
律

で
支
出
す
る
も
の
と
、
各
地

方
自
治
体
が
住
民
福
祉
の
増

進
の
た
め
に
、
被
扶
助
者
に

対
し
て
独
自
の
施
策
で
支
給

す
る
福
祉
策
の
根
幹
を
な
す

経
費
が
あ
る
。
投
資
的
経
費

と
し
て
社
会
保
障
を
将
来
に

わ
た
っ
て
効
率
的
、
安
定
的

に
供
給
で
き
る
よ
う
に
、
給

付
と
負
担
を
一
体
的
に
捉
え

て
、
受
益
者
の
能
力
に
応
じ

た
負
担
を
求
め
る
一
連
の
制

度
改
革
を
進
め
る
こ
と
が
必

要
に
な
る
。
地
域
共
生
社
会

の
実
現
に
向
け
て
、
個
人
支

援
か
ら
社
会
支
援
へ
の
更
な

る
意
識
改
革
が
必
要
で
は
。

高
齢
化
に
よ
る
医
療
福
祉
費

の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
中
、

ど
う
財
政
運
営
を
行
っ
て
い

く
か
。

答　
村
税
の
減
収
は
続
く

見
込
み
。
中
長
期
を
見
据

え
、
事
業
適
正
化
や
コ
ス

ト
意
識
を
強
化
し
、
村
民

生
活
向
上
に
つ
な
が
る
財

政
運
営
に
努
め
る
。

問　
村
は
長
年
財
政
力
指
数

が
高
く
余
裕
の
あ
る
財
政
と

認
識
し
て
い
る
住
民
は
相
当

数
い
る
が
、
実
際
は
厳
し
い

財
政
運
営
で
あ
る
こ
と
を
住

民
に
伝
え
、
理
解
と
協
力
を

得
る
こ
と
が
重
要
。
住
民
へ

財
政
の
厳
し
い
状
況
を
も
っ

と
広
報
す
べ
き
。

答　
住
民
が
関
心
と
理
解

が
持
て
る
よ
う
情
報
提
供

に
努
め
る
。

問　交流館建設、
白紙に戻して再考を

答 　管理コスト配慮して設計を進める

問　個人から社会への
支援の意識改革

答 　全ての世代が相互に支え合う支援

「省エネ化に配慮した施設」としながら、
太陽光発電システムの導入予定はない

みすずの会
恵利　いつ　議員

新政とうかい
武部　愼一　議員

答　
社
会
保
障
は
、
従
来

の
年
齢
に
応
じ
た
負
担
か

ら
、
負
担
能
力
に
応
じ
た

負
担
へ
と
転
換
が
図
ら
れ
、

制
度
改
革
に
伴
う
意
識
改

革
が
職
員
及
び
住
民
と
も

に
迫
ら
れ
て
い
る
。
一
連

の
改
革
で
は
、
将
来
世
代

へ
の
負
担
の
先
送
り
を
抑

制
し
、
従
来
の
高
齢
者
対

象
型
か
ら
、
全
て
の
世
代

が
相
互
に
支
え
合
う
全
世

代
対
応
型
社
会
保
障
へ
と

移
行
し
て
い
る
。
現
状
を

理
解
し
て
い
た
だ
き
、
村

や
地
域
住
民
・
専
門
職
と

の
更
な
る
連
携
を
図
り
進

め
て
い
く
。

地
域
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
包

括
的
支
援
体
制
に
つ
い
て

「
地
域
共
生
社
会
」：制
度・分
野
ご
と
の『
縦

割
り
』
関
係
、
世
代・分
野
を
超
え
て
「
丸

ご
と
」
つ
な
が
る
社
会
を
目
指
す
。

（
厚
生
労
働
省
社
会
・
援
護
局
地
域
福
祉
課
資
料
（
平

成
29
年
９
月
25
日
）
よ
り
抜
粋
）




